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第６節 早期警戒制度 

 

Ⅰ 趣旨 

 

平成 14 年 10 月の「金融再生プログラム」においては、「早期警戒制

度の活用」として「自己資本比率に表されない収益性や流動性等、銀行

経営の劣化をモニタリングするための監督体制を整備する」こととされ

た。 

これを受け、早期是正措置の対象とはならない金融機関であっても、

その健全性の維持及び一層の向上を図るため、継続的な経営改善への取

組みがなされる必要があるとの観点から、行政上の予防的･総合的な措

置を講ずることにより、金融機関の早め早めの経営改善を促す仕組みと

して「早期警戒制度」を整備した。 

 

Ⅱ 概要（資料 10－６－１～２参照） 

 

  基本的な収益指標、大口与信の集中状況、有価証券の価格変動による  

影響、預金動向や流動性準備の水準を基準として、収益性、信用リスク、

市場リスクや資金繰りについて経営改善が必要と認められる金融機関

に関して、原因及び改善策等についてヒアリング等を行い、必要な場合

には 銀行法第 24 条等に基づき報告を求めることを通じて、必要な経

営改善を促すこととしている。 

 さらに、改善計画を確実に実行させる必要があると認められる場合に

は、銀行法第 26条等に基づき業務改善命令を発出することとしている。 

なお、平成 14 年 12 月の制度の導入時に設けられた収益性改善措置、

安定性改善措置、資金繰り改善措置の３つの措置に加え、15 年３月の「リ

レーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラ

ム」を受けて、同年６月末から新たに「信用リスク改善措置」を追加し

た。 

     また、保険会社に対しても、15 年８月に早期警戒制度を導入し、早期

是正措置の対象とはならない保険会社であっても、その健全性の維持及び

一層の向上を図るため、早め早めの経営改善を促すこととした。 


